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１ 計画策定の趣旨 
 

人権は、人が人として尊重され、自由で幸福に生活していくために誰もが生まれながらに持

っている固有の権利で、日本国憲法では基本的人権は侵すことのできない永久の権利として

保障しています。 

本市では、２０００年（平成１２年）に施行された「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」

（以下、「人権教育・啓発推進法」という。）に基づき、あらゆる機会を捉えて人権教育・啓発に努

めるとともに、２０１０年（平成２２年）に「飯塚市人権教育・啓発基本指針」（以下「基本指針」とい

う。」）を策定しました。そして基本指針に基づき、翌年には「飯塚市人権教育・啓発実施計画」

（以下「実施計画」という。）、２０１６年（平成２８年）に第２次実施計画を策定し、市民一人ひとり

の人権が尊重され、あらゆる差別のないまちづくりを推進してきました。 

しかしながら、依然として、学校、地域、家庭、職場など社会生活のさまざまな局面において、

部落差別問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障がいのある人等に対する偏見や差別が見ら

れ、また、社会経済情勢の急激な変化や高齢化、国際化などを背景に新たな人権問題も顕在化

しています。特に、近年の通信技術などの情報関連技術の著しい進歩による情報化社会の進展

は、社会生活を飛躍的に便利なものにしています。しかし、その一方で、インターネット上では特

定の個人を対象とした誹謗や中傷、また部落差別問題や外国人、障がいのある人等に関する差

別的な表現の書き込みなど、あらゆる分野の人権侵害が発生しており、その匿名性から人権を

軽視した行為が大きな社会問題となっています。 

そのような中、子ども・高齢者・障がいのある人に対する虐待の防止を目的とした法律や、障

がいを理由とする差別の解消、ヘイトスピーチ 1の解消、部落差別の解消を目的とした法律など、

個別の人権問題の解決に向けた法整備も進みました。そして、本市においても、これらの差別

解消に向けた法の理念にのっとり、２０１８年（平成３０年）４月に、「飯塚市部落差別をはじめあ

らゆる差別の解消の推進に関する条例」を施行しました。 

このような近年の人権を取り巻く環境の大きな変化と、２０１９年度（令和元年度）に実施した

「飯塚市人権問題市民意識調査」（以下「意識調査」という。）の結果を踏まえ、２０２１年（令和３

年）３月には、基本指針の改定を行いました。 

そこで、このたび、改定した新たな基本指針に基づき、第２次実施計画の取り組みを検証する

とともに、意識調査の結果で明らかになった課題など、さまざまな人権問題の解決と人権が尊

重される社会を実現するため、第３次実施計画を策定するものです。 

  

 
1 「ヘイトスピーチ」 

特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動。 
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２ 計画の位置づけ 
 

 

本計画は、人権教育・啓発推進法第５条の規定に基づき、基本指針とともに、本市における

「人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する」ための計画です。 

また、本計画は、本市のまちづくりの基本理念の一つ、「人権を大切にする市民協働のまち」

を実現するための「第２次飯塚市総合計画」を中心とする計画体系の一環をなすものです。 

 

 

３ 計画の期間と進行管理 
 

 

本計画の期間は、２０２２年度（令和４年度）から２０２６年度（令和８年度）までの５年間としま

す。ただし、社会情勢の急激な変化や、人権に関する制度の大幅な改正が生じた時は、必要に

応じ適切な見直しを行います。 

また、計画の実施状況の把握と評価については毎年度行うこととし、計画最終年度には本計

画の評価を行うとともに、次期計画の取り組みの方向付けを行うこととします。 

 

 

４ 計画の体系 
 

 

本計画では、人権全般に関する基本的施策と、基本指針において取り組むべき課題として掲

げている、部落差別、女性、子ども、高齢者、障がいのある人、外国人等の分野別人権施策につ

いて、現状と課題及び今後の方向性と取り組みを明らかにしていきます。 
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■計画の体系図      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤市民の主体的な人権啓発活動の促進

①就学前教育における人権教育の推進

②学校教育における人権教育の推進

施策分野

（１）人権意識の高揚を図るための施策

（２）人権擁護に資する施策

（７）さまざまな人権問題

③啓発の推進

②社会教育における部落差別問題をなくす教育の推進

④きめ細かな支援を必要とする子ども・子育て家庭への支援

⑥関係職員の人権意識の醸成

（１）部落差別問題

（２）女性の人権問題

（３）子どもの人権問題

（４）高齢者の人権問題

（５）障がいのある人の人権問題

①安心・安全な暮らしを支えるサービスの推進

③男女が共に支えあい、安全・安心で住みよいまちづくり

②障がいのある人の権利の擁護

市民一人ひとりの人権が大切にされる、人権尊重のまちづくり

③市民を対象とした研修会等による人権教育・啓発の推進

⑧特定の職業に従事する人に対する人権教育・啓発の推進

①市民の主体的な判断による問題解決のための支援

②人権相談事業の推進

⑦その他の人権問題

③障がいのある人の自立と社会参加の促進

④生活環境におけるバリアフリー化の推進

①障がいのある人に関する正しい理解の促進

（６）外国人の人権問題

②生きがい活動と社会参加の促進

③健康づくりの推進

④人と人とのつながりのある地域づくりの推進

⑤認知症施策の推進

⑥企業等における人権教育・啓発の推進

⑦人権教育・啓発に関する情報提供の充実

２.分野別人権施策

②子どもの安全の確保

③子どもを虐待から守るための対策の推進

施策の方向性

③国際理解の推進

①インターネットによる人権侵害

②性的少数者の人権問題

①あらゆる年代における男女共同参画への意識づくり

②あらゆる分野における女性の活躍推進

⑥北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権問題

大項目

大項目

施策分野 施策の方向性

①学校教育における部落差別問題をなくす教育の推進

①子どもが健やかに育つ教育環境づくりの推進

③人権救済・保護にかかる連携体制の構築

　他の感染症患者等の人権問題

１.人権全般に関する基本的施策

⑤プライバシーの保護

①多文化共生・国際交流に関する事業の推進

②情報の提供と相談支援の充実

⑤子どもの相談体制の充実

③HIV感染者等／ハンセン病患者・元患者・その家族／その

④地域で人権教育・啓発に取り組む指導者の養成

④犯罪被害者とその家族／刑を終えて出所した人の人権問題
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、２０１５年（平成２７年）９月の国連サミットにおいて、全

会一致で採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に記載された、２０１６年

（平成２８年）から２０３０年（令和１２年）までの国際目標です。 

そこに含まれるＳＤＧｓの１７ゴール（目標）・１６９ターゲット(達成基準)の達成に向けて、世

界でも、そして国内でもさまざまな取り組みが進められています。 

ＳＤＧｓの内容はどれも「人が生きること」と関連していて、その前文には「誰一人取り残さ

ない」、「すべての人々の人権を実現する」と宣言されており、人権尊重の理念が基礎にある

ことを示しています。また、「２０３０アジェンダ」には世界人権宣言や人権の保護など人権へ

の言及も多く含まれています。 

 

目標1［貧困］ 目標2［飢餓］
あらゆる場所あらゆる形態の 飢餓を終わらせ､食料安全保障
貧困を終わらせる 及び栄養の改善を実現し､

持続可能な農業を促進する

目標3［保健］ 目標4［教育］ 目標5［ジェンダー］
あらゆる年齢のすべての人々の すべての人に包摂的かつ ジェンダー平等を達成し､
健康的な生活を確保し、 公正な質の高い教育を確保し､ すべての女性及び女児の
福祉を促進する 生涯学習の機会を促進する エンパワーメントを行う

目標6［水・衛生］ 目標7［エネルギー］ 目標8［経済成長と雇用］
すべての人々の水と衛生の すべての人々の､安価かつ信頼 包摂的かつ持続可能な経済成長
利用可能性と持続可能な できる持続可能な近代的なエネ 及びすべての人々の完全かつ
管理を確保する ルギーへのアクセスを確保する 生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用を促進する

目標9［インフラ、産業化、 目標10［不平等］ 目標11［持続可能な都市］
イノベーション］

強靭なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及び
イノベーションの推進を図る

目標12［持続可能な消費と生産］ 目標13［気候変動］ 目標14［海洋資源］
持続可能な消費生産形態を 気候変動及びその影響を軽減 持続可能な開発のために、
確保する するための緊急対策を講じる 海洋・海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する

目標15［陸上資源］ 目標16［平和］ 目標17［実施手段］
陸域生態系の保護、回復、持続 持続可能な開発のための平和で 持続可能な開発のための実施
可能な利用の推進、持続可能な 包摂的な社会を促進し、すべての 手段を強化し、グローバル・
森林の経営、砂漠化への対処 人々に司法へのアクセスを提供し、 パートナーシップを活性化する
ならびに土地の劣化の阻止・回復 あらゆるレベルにおいて効果的で
及び生物多様性の損失を阻止する 説明責任のある包摂的な制度を

構築する

国内及び各国家間の不平等を

是正する

包摂的で安全かつ強靭で

持続可能な都市及び

人間居住を実現する

ＳＤＧｓと人権について


